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●
 背景
　
二〇一五年一月の政権交替まで
スリランカと中国は蜜月関係にあり、中国によるインフラ投資により内戦後のスリランカ経済成長率は平均七・四％（二〇一〇〜一四年の五年間）と高成長を遂げた。しかし中国偏重はインドやアメリカ離れを招き、スリランカ外交にマイナスの影響を及ぼした。二〇一五年一月以降 政権はバ ス
外交を前面に出し、中国主導のプロジェクトも一時中断された。スリランカのような小国の決断は世界の注目を浴びた。しかし、スリランカは再び中国との関係を復活せざるを得なくなった。本稿では主に新政権の対中政策 変化を大規模プロジェクトの対処を軸に説明する。新政権のバランス外交政策は、中国以外の国も引き込もうとするものである。そ 点につい
ても検討を加える。●
 コロンボ・ポートシティ
･
プロジェクト︵ＰＣＰ︶
⑴
　
二〇一四年九月、習近平中国国
家主席がスリランカに来訪した。習近平来訪の前の週には安倍首相が訪問した。安倍首相の訪問は日本の首相としては海部俊樹首相以来二四年ぶりであり歓待されたが、習近平に対する歓迎はより大規模だった。習近平 のメインイベントはコロンボ・ポートシティ
･
プロジェクト（
P
ort C
ity P
roje
ct ：ＰＣＰ）の起工式（九月一七
日）だった。このプロジェクトが中国の「海のシル ロード構想」の一部であることはいうまでもない。スリランカはいち早くシルクロード構想の支持を表明していた。　
ＰＣＰは、 中国交通建設（
C
hina 
C
om
m
unications C
onstruction C
om
-
pany ：ＣＣＣＣ）の系列企業の
中国港湾工程（
C
hina H
arbour 
E
ngineering C
om
pany ：ＣＨＥＣ）
がコロンボ港の南側に一四億ドルかけて二三三ヘクタールの埋め立てと道路および基本インフラの建設を行うとされたプロジェクトである（地図参照） 。ＰＣＰは内戦終結以降に われた中国によるンフラ建設とは大きく異なった。従来のプロジェクトは借款に るもので、返済義務があったが、ＰＣＰは中国企業によ 直接投資だった。また、従来のプロジェクトが派生的な産業や雇用を産まなかったのに対して、ＰＣＰは完成後に建物や施設建設など一五〇億ドルのさらなる直接投資を呼び、八万人の雇用を創出し、 ＧＤ を一・五％引き上げると見込まれた。　
二国間の関係は、ＰＣＰを契機
に援助からビジネスへ 新たな段階に踏み込んだか ようにみえた。ところが二〇一四年九月二〇日に行われたウヴァ州の州評議会議員選挙でマヒンダ・ラージャパクサ大統領率いる統一人民自由連盟（U
nited Peoples F
reedom
 A
lliance ：
ＵＰＦＡ）は過半数を獲得できたものの、それまでの州評議会選挙のように圧勝できなかった。
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ラージャパクサらは、ウヴァ州
選挙の結果に危機感を抱き、大統領選挙を二年前倒しで二〇一五年一月に行うと決定した。選挙実施が発表された二〇一四年一一月の時点でラージャパクサの三選は確実視された。ところがＵＰＦＡの幹事長で保健大臣のマイトリパーラ・シリセーナが突如、野党共通候補として立候補を表明した。　
大統領選挙では、ラージャパク
サ側が内戦終結の功績、経済成長やインフラ建設などの実績をアピールした。その一方で統一国民党（U
nited N
ational P
arty ：ＵＮＰ）
を中心とする野党側はラージャパクサのきらび かな実績 背後にあった汚職を追及 野党側は中国を名指しで批判しなかったものの、中国関連 インフラ建設にまつわるラージャパクサ政権の汚職がターゲットとなった。　
鳴り物入りで始まったＰＣＰも
野党側の攻撃対象となった。ＵＮＰ総裁のラニル・ウィクレマシンハは、選挙期間中にＰＣＰをキャンセルすると述べ、シリセーナの大統領就任後、実際にＰＣ は環境上の問題および、手続きの不備を理由に建設が中止された。　
大統領選挙の争点となった中国
との関係はどのようなものだったのだろうか。二〇一〇年九月の第一八次憲法改正によって大統領三選禁止が廃止されるなど、大統領の権限強化 進んだ 中国は強大な権力と絶大な国内支持を得たラージャパクサ大統領およびその弟のバジル経済開発 臣、息子のナーマル国会議員ら 密接 関係を築いた。　
ＰＣＰ工事が中断されたのは、
国内事情だけでなくインドからの圧力もあったとされる インドが反対したのはＰＣＰ内の二〇ヘクタールの土地を無償で中国企業に与えるという条項があり、コロンボ港というインドにと ても重要な拠点に中国が土地を所有することに危機感を抱いたからである。インドの港は水深が浅く、大きなコンテナ船が入港できないため、スリランカで積み替える必要がある。二〇一五年 コロンボ港のコンテナ取り扱いの約七割がインドの積み替え分である。　
インドがＰＣＰの建設に関して、
苦言を呈していたことは、ゴータバヤ・ラージャパクサ前国防次官がインドの国家治安アドバイザーがインドへの安全保障上の懸念からプロジェクト 中止を求めた、
と二〇一五年半ばに語っている。ラージタ・セナナヤケ保健大臣・政府スポークスマンも二〇一六年八月の会見でインドからＰＣＰ建設停止を求められたと述べた
⑵。
　
一九五二年のゴム・コメ協定は
ＵＮＰ政権下で締結さ 。中国はスリランカ産のゴムを高値で買い取り、コメを安く売った歴史を指摘して二国間の関係が長いこを主張したものの、スリランカの新政権は対中政策を改めざるを得なかった。大統領就任の演説で、シリセーナはバランス外交を目指すことを明言し、就任後初 外遊先にはインドを選んだ。　
一方ラージャパクサ一族と強固
な関係を保ってきた中国 ＵＮＰなどの（当時の）野党はもとよりラージャパクサ一族以外の与党政治家とのパイプ 持つ必要もなかった。 の権力はそれほど強かったからである。しかし、選挙によってラージャパクサが敗退すると、中国は働きかけるべき政治家を持たなかった。　
そのため中国からの新政権への
介入も難しく、インドや西欧諸国の歓迎もあり新政権のバランス外交は順調に船出 た。具体的には、ラージャパクサ政権時は 西欧諸
国は内戦中・内戦終結前後の人権侵害について国際社会の場でスリランカ政府を追及し続け、早急な対応を迫っていたのが、スリランカに時間的猶予を与えるなど柔軟な姿勢を示すよう なった。　
民主主義が崩壊寸前といわれた
ラージャパクサ政権から民主的な選挙によって平和裏に新政権 移行し、国際社会の場でのスリランカ批判も沈静化した。さら 二〇一五年八月の 会議員選挙の結果、一月以降の大統領と国会のねじれ状態が解消され、完全な政権交替が実現した。スリランカは、安定的な政権下で今度こそ民族和解や経済発展にむけて再出発できる見込まれた。●
 経済危機
　
しかし、それを阻んだのは経済
状況の悪化であった。スリランカは、中国偏重を改めることで西欧諸国から経済援助や投資を呼び込めると見込んでいた。これに対して西欧 人権面でスリランカを批判す ことを控えたものの、実質的な経済援助には至らなかった。スリランカは新政権発足から間もない二〇一五年三月 ＩＭＦに支援を求めたが、この時点で
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融資を得ることはできなかった
⑶。
　
二〇一五年五月に中央銀行によ
る国債発行が行われ、六億五〇〇〇万ドルを得たが六％という高い利回りがついた。二〇一五年一〇月に一五億 の あったが、利回りは七％ほどと、先行き不安を反映したものとなった。　
二〇一五年半ば頃からマクロ経
済状況は悪化 始めた。二〇一五年八月の上海証券取引所 株式暴落以降スリランカ国債は売られ動きがみられ、九月には対ドル為替レートは一カ で五％下がった。これを買い支えようとしたため、外貨準備高も減少した。　
経済的な危機にＰＣＰ中断によ
るインパクト、過去の借款の返済義務が加わった。すなわち、ＰＣＰ中断による一日あたり三八万ドルの損失に加え、ＣＣＣＣからは工事の中断によって生じ ダメージを修復するため 一億二五〇〇万ドルの賠償を求められた。のちに述べるハンバントタ港、空港をはじめとするインフラ事業の返済も始まっていた。　
中国は返済を迫り経済的にスリ
ランカを追い詰 る一方で、二〇一五年三月にシリセーナが訪中した際も、ＰＣＰ中止という溝があ
ったにもかかわらず丁重にもてなしたうえに、四月には贈与による腎臓病院
⑷
の建設オファーを行っ
た。ラージャパクサ政権下では贈与はほとんど行わなかったのと対照的であった。中国は硬軟織り交ぜたアプローチでスリランカにＰＣＰ再開を働きかけた。　
いよいよ経済的な苦境に追い込
まれたスリランカは二〇一五年一〇月頃から中国とＰＣＰ再開に向けて具体的な交渉をはじめた。〇月には中国 外務副大臣・劉振民が来訪しＰＣＰ再開 求める公式な立場を示 た
⑸。その結果、
年末にかけて環境面での問題はクリアされ、埋 て地における中国への土地の供与面積やリース期間について国内法との折り合いがついたと報道された。●
 二〇一六年四月の首相訪中
　
協議の末、二〇一六年四月六日
から四日間ウィクレマシンハ首相が訪中した。訪中前の首相府による発表では、この訪問が二国間関係を「新しいレベル」に引き上げる、とされたが、首相 目的はＰＣＰの再開、およびハンバントタ工業地区 建設 規投資誘致、および中国に対す 債務の株式へ
の転換（
D
ebt E
quity Sw
ap ：Ｄ
ＥＳ）交渉であった。この手法による債務の処理は中国国内において国有企業にたいして二〇〇〇年代前半から実施されており、中国には馴染みの方法であった。　
共同宣言では、二一世紀の海の
シルクロードを更な インフラ開発の機会として活用する、ＰＣＰは再開する、スリランカは中国企業が経済開発に参加することを歓迎する、運輸、 電、インフラ、工業団地、製造業、自由貿易協定（ＦＴＡ）協議を行う、海洋協力、軍事面での協力 観光面での協力がうたわれた。　
この他、訪問を締めくくる会見
で首相 次の点を明らかにした。まずＰＣＰは、スリランカ政府が一月末に発表した西部メガポリス計画（
W
estern R
egion M
egapolis 
P
lanning P
roject ：ＷＲＭＰＰ）
下で特別金融・ビジネスセンターとして再開すると語った。　
ＷＲＭＰＰは、二〇一六年一月
二九日にメガポリス・西部開発大臣のチャンピカ・ラナヴァカが発表した。この計画の趣旨はコロンボと他の地域の経済的
･
社会的な
格差を是正する とであり、コロンボ一極集中を改め、西部州 各
地に衛星都市を建設する。ＰＣＰはＷＲＭＰＰの主要プロジェクトのひとつという位置づけになり、ＷＲＭＰＰには他の国や企業の参加も想定されており、中国偏重ではない、ともいえる。　
懸念された、中国企業に二〇ヘ
クタールの土地が無償で与えられるという条項はなくなり、九九年リースに変更と った。工事中止にともなう賠償金に関してはこの時点では合意 至らなか　
ハンバントタの開発に関して首
相は「第二の深圳にしたい」と述べたが、開発プロジェクトは決してスリランカと中国二カ国によるものではなく 誰もが参加できるとした。ハンバ トタ港 運営関してはスリランカ政府が監督機関になることを明言した。　
帰国後の首相の会見では、ハン
バントタのインフラ開発について中国の企業との官民パートナーシップ（
P
ublic P
rivate P
artnership ：
ＰＰＰ、官民が連携して事業を行うこと）の枠組みで開発を進める見込みと述べた。ただ、首相はＰＰＰの枠組みと述べているもの 、実質的にはＤＥＳを想定するなど、スリランカ政府の思惑と訪問 成果が一致していない がうかが
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える。　
さらに港に隣接する地域に工業
地区として中国企業に一〇〇〇エーカーを九九年リースすることについて交渉があったとも語った。　
この訪問では、中国がどの程度
スリランカにコミットす のか、あるいは報復的な行動をとも注目されたが、習近平国家主席は二国間の関係は個人との関係に基づいて行われるものでは く、政策に基づくと発言し、ラージャパクサとその一族と からの脱却を述べたとみられる。　
四月訪中時の首相の発言として
もう一つ注目されるのは、安全保障についてである。記者らか の質問に対して、 「インドの安全保障上の懸念に対してはスリランカが対応した、これからもイン話し合いを行う」 、と述べている。　
中国の軍事的進出の懸念に対し
ては、ＰＣＰやＷＲＭＰＰは誰に対しても脅威とならないこと インド洋における航行の自由を原則にしていることを強調し、
｢ 中国
はスリランカ 軍事基地を要求たことはない
｣
と述べた。インド
と中国の双方に配慮 、 「我々の政策はスリランカをインド洋のハブにしようというものだ。 （中
国の）シルクロード（構想）とメイク・イン・インディア
⑹
の両方
に裨益する」と述べた。さらに海軍基地をゴールからハ バントタに移す計画があ こ も明かした。●
 八月合意
　
二〇一六年七月初旬にサマラウ
ィクラマ開発戦略・国際貿易大臣が訪中した後に王毅外相の来訪を経て、八月一日に閣議で正式にＰＣＰの再開を承認した。八月一二日にはメガポリス・西部 省、都市開発局（
U
rban D
evelopm
ent 
A
uthority ：ＵＤＡ）およびＣＨ
ＥＣの三者で新たにコロンボ国際金融シティ（
C
olom
bo Internation-
al F
inancial C
ity ：ＣＩＦＣ）に
調印した。　
埋め立てプロジェクトは名称だ
けでなく以下のように変更された。すなわち、中国に二〇ヘクタールの土地を供与する条項がなくなり、九九年のリースのみになった。埋め立て総面積は、二三三ヘクタールから二六九ヘクタールに増え　
契約主体がスリランカ港湾局と
中国企業ではなくて、 メガポリス・西部開発省とＵＤＡおよび中国企業になっている点、中国による直接投資であるが、周辺の開発プロ
ジェクトへのその他の国の積極的参加を求めている点も異なる。内容的にもラージャパクサ政権下でのプランは、不動産開発プロジェクトだったものが、金融など国際ビジネスハブとなることが期待された。首相が一一日に語ったところによると、 「シンガポール ドバイの中間にある、ビジネス
･
金
融ハブとなるこ を期待しており、イギリス法が適用され 」 。　
また中国企業が要求していた賠
償金の支払いはなく り、中国企業は、環境アセスメントの費用および漁業関係プロジェクトのために三四〇万ドルを うことなどの合意もなされた。ＣＩＦＣ調印直後、首相は四月に続いて訪中し、八月一七日 後に述べるようにハンバントタ総 開発プロジェクトの合意に調印した。●
 ハンバントタ事業とは
　
スリラ カ政府が、中国との交
渉においてコロンボ港南側の埋め立て事業と同様に重視したのは、ハンバントタにおける事業であった。ハンバントタは、 から直線距離で南に約二四〇キ 、マータラまで伸びた高速道路を使ってもコロンボから車で五時間ほ
どかかる。主な産業は農業、漁業、塩田などである。　
ハンバントタ港建設に関するフ
ィージビリティ
･
スタディは二〇
〇一年に開始された。しかし、今でこそ地政学上の観点 らインド洋における物流上の重要性が強調されるハンバントタであるが、当時は懐疑的な見方が大半だった。　
ハンバントタの開発について中
国とスリランカが合意したのは二〇〇六年であり、ハンバントタ港開発は二〇〇八年に開始された。いまだ内戦中のことであった。　
内戦後は開発に拍車がかかった。
それには国内事情が影響している。内戦の主戦場は北部・東部ハンバントタの位置する南部は、兵士として内戦 参戦 若者などはいたが、 争の被害 生していなかった。それでも内 後の政府は、戦後の復興事業を南部でも実施する必要に迫られた。なぜなら、北部・東部のみで復興事業を行うことに、北・東部以外に居住する多数派のシンハラ人が反発すると予想されたからである。南部のなかでも ぜハンバ トタだったのか。ハンバントタを中心とするスリランカ南部は二〇〇四年一二月の津波でも多大な被害を被
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ったことがある。しかし何よりラージャパクサ大統領の出身地に近かったことが大きい。ハンバントタ港の正式名称はマガンプラ・マヒンダ・ラ 港である。　
ハンバントタ港の建設はＣＨＥ
Ｃと中国水利水電建設集団公司（Sinohydro C
orporation ）によっ
て行われ、二〇〇八年一月にバースを主体とする第一フェーズが始まり、予定よりも半年早く、ラジャパクサの誕生日に合わせて二〇一〇年一一月に開港セレモニーが行われた
⑺。総コストは五億一
〇〇万ドルで（周辺道路や一七階建ての管理ビルを含めると六億五〇〇〇万ドル） 、そのうち四億二六〇〇万ドル 中国から 借款で残りはスリランカ港湾局が負担した。コンテナターミナル建設のための第二フェーズが二〇一一年五月に開始され、すでに掘削は終わり海水の注入が二〇一五年七月に行われたもの の工事はいまだ完了していない。総費用は八億八〇〇万ドルである。　
ハンバントタ港は沖合を航行す
る船の燃料や物資の補給基地となると期待された。港の入り口から一・二キロ離れた地点に石油タンクが建設され、パイプラインでつ
ながれており、二〇一四年六月にスリランカ港湾局が操業を開始したものの、現在は休止している。　
一方でハンバントタ港は、主に
自動車の中継基地として機能いる。国内向け輸入車両については、自然発生的なも ではなくスリランカ政府がハンバントタ港の利用を促進す 目的で民間 業者の反対を押し切って二〇一二年六月に導入した。しかしその後は、現代自動車社がチェンナイで製造した自動車の中継基地をシンガポールからハンバントタに変更 るなど、取扱量は増加し収益 上げつつあるが、港の建設 は一三億ドルを超す費用がかかっており、回収は容易でない。　
開発は、港だけではない。ハン
バントタ港のおよそ一五キロ北に建設されたマッタラ・ラ ジャパクサ国際空港（
M
attala R
ajapaksa 
International A
irport ：ＭＲＩＡ）
も建設はハン と同様にＣＨＥＣが行った。建設費は二億一〇〇〇万ドルでそのうち一億九〇〇〇万ドルが中国からの借款である。二 一三年三月にスリランカ第二の国際空港として開港したが、発着は少なく、中東やインド、中国を結ぶ便 他、コロンボの三
〇キロ北のカトナヤケにあるバンダラナイケ国際空港 （カトナヤケ）の天候不順の場合の臨時着陸場としてスリ ンカ航空が用いていた。政権交代後は、スリラン 航空も撤退した。二〇一五年九月に飛行機の倉庫はコメの貯蔵庫として利用すると政府が発表した
⑻。
　
ハンバントタ県にはこの他国際
クリケット場や国際会議場、植物園なども建設されたものの、周辺の交通機関は整備 ておらず使用頻度は極めて低い。●
 ハンバントタ総合開発合意
　
二〇一六年四月の首相訪中で二
国はハンバントタ総合開発プロジェクトに合意した。これに ハンバントタ港の第二フェーズと中国企業による工業地区、ドックヤード、マッタラ空 総 開発、ＬＮＧプラント、マー ラ＝ハンバントタ間高速道路の完成が含まれる。これらは、ＰＰＰの枠組みで行われることを想定しており、首相は前政権との違いを強調している。　
二〇一六年八月には一一日にＣ
ＩＦＣに調印した後に首相が再度訪中し、ハンバントタ総合開発で改めて合意した。四月段階での発表と異なるのは、ハンバントタの
土地一〇〇〇エーカーではなく、一万五〇〇〇エーカーを工業団地として開発することである。　
首相は、四月の訪問時からハン
バントタ港などのＤＥＳを提案していたが、中国はハンバントタ総合開発プロジェクトに協力することは認めたものの、株式の転換ではなく借金の返済を求めたとされる。八月の 意の際も進展は かった。しかし、一〇月になって転し、ＤＥＳで合意し 。　
スリランカ政府は、ＤＥＳで、
ハンバントタ港運営会社の株式の八〇％を一二億ドルで中国企業に売却するとした。この手続きによって対中債務は八〇 から六八億ドルに圧縮され 招商局国際有限公司（
C
hina M
erchants 
H
oldings ：ＣＭＨ）がハンバント
タ港の運営を行う。スリラ カ政府は二〇％の株式を保有する。　
港の株主であり運営を行うこと
となった中国企業は、八月合意にあるように一万五 〇〇エーカーの土地も工業地帯として開発する。工業地帯については二〇一六年月の国会質疑で首相はインド アーンドラ・プラデーシュでも行われた手法であると述べた。　
二国間の取り決めによって、中
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国への返済額を軽減し、かつハンバントタ港などのインフラ開発を進めることが可能となった。中国側からすると、ハンバントタにおける中国のプレゼンスは長期的なものとなった。まさに望んでいた構図が、思いがけないハプニ グがあったものの、案外早く実現した、といえるかもしれない。　
つまり、政権交代後のＰＣＰ中
断（二〇一五年三月）にも かわらず、中国はその二〇日後 シリセーナ訪問を鷹揚に受け入れ、その後もスリランカが経済的に弱体化して中国に再開 もちかけるまで、強硬な手段を執ることなく待った。スリランカが、中国に新たな支援を要請せざるを得なくなるまで、中国は 対して概して寛容だった。なぜか。それはハンバントタ港の重要性にある。　
中国のインド洋での拠点作りに
おいて、陸路と海路の結節点という重要性でいえばパキス ン グワダール港が群を抜い いる。しかし、グワダール港はテロの脅威、周囲の過酷な環境など 勘案すると、すぐに安全に利用できない。その点、すでに中国はコロンボの港の南側ターミナルを運営し おり、スリランカで実績がある。こ
れに加えてハンバントタ港そして周辺の工業地帯を固めることで、中国はスリランカにおいてインド洋に安定した拠点を築き上げた。●
 単なる中国回帰ではない
　
スリランカは、経済的な理由か
ら中国への依存を断ち切ることはできなかった。そして、スリランカに湯水のように資金 つぎ込み、中国との関係を維持せざる 得ないようにすることこそ中国の思惑だったかもしれない。　
ただ、単なる中国回帰でないこ
とも強調しておくべきだろう。スリランカは、今後の開発プロジェクトに中国以外の国々からの直接投資や交易、とくに自由貿易協定の締結を促進しようと いるからである。首相らは、地域 ハブとして 役割 果たすこ による経済発展を期待しており 世界開けたスリランカを標榜している。前政権が国内の有権者向けの人気取りとして国内産業保護政策をとっていたのとは対照的である。　
具体的には、シンガポールやマ
レーシアとのＦＴＡ締結の動きがあると報道されている。なかでもスリランカが最も期待しているはインドである。巨大な市場であ
るインドへのゲートウェーというポジションは魅力的である。　
バランス外交は、経済面だけで
はない。たとえばアメリカとの関係もスリランカは重視している。　
行方不明者の調査に関する行方
不明者局（
O
ffi
ce on M
issing P
er-
sons ：ＯＭＰ）法が二〇一六年八
月上旬に通過したことは関係修復・強化の推進力になると期待されている。なぜなら内戦後の和解策としてはじめて承認された法律だからだ
⑼。ジョン・ケリー国務
長官、国連大使サマンサ・パワーだけでなく、二〇一六年八月にはチャールズ・リブキン国務次官補（経済商務担当）が二国間の関係を強化するために来訪した。同じく八月には第一回二国間 防対話がスリランカ海軍本部 開催さ軍事訓練など協力関係の強化について話し合われるなど米太平洋軍関係者も来訪している。　
このように、スリランカは中国
偏重を改めたバラン 外交を各方面で展開して るが、最も重視しているのは隣の大国インドである。●
 インドとの関係
　
内戦終結後、スリランカとイン
ドの関係はタミル人への人権侵害
問題を巡り冷え込んだが、新政権下において両国の関係は改善し、インドは通貨スワップ（二〇一五年三月に四億ドル、二〇一五年七月に一一億 ル、二〇一六年初めに七億ドル）を供与するなど、資金繰りに悩むスリランカに こ入れを行った。スリラ カとインドは経済技術協力協定（
E
conom
ic 
and T
echnology C
ooperation A
gree- 
m
ent ：ＥＴＣＡ）を締結する方
向で交渉がある。　
インド側がスリランカに応じる
のには理由がある。スリランカおける中国の活動がＰＰＰ ベースにした経済活動で といっても、またハンバントタの開発にインド（企業）も参加を要請されたとして インドとしては中国への疑念をぬぐいきれないからだ。スリランカのカルナナヤケ財務大臣が、中国は港が利益を出せ ようになると信じているからＤＥＳ取引に応じたというより 戦略的な価値があ から応じた、と認めているからなおさらだ。　
しかし以下にみるように、どち
らの国の思惑も満たされ ような方向には進んで ない。　
スリランカは、一九九八年に既
にインドと自由貿易協定を締結し
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ている（運用は二〇〇〇年開始） 。両国間の貿易額は二〇一〇年には二〇〇〇年の四・六倍に増加した。しかし、その増加分のほとんどはインドからの輸出であった。自由化項目が少ないこと、非関税障壁が大きいこと、両国の産業構造が似ていること その原因 された。　
一般的にはＥＴＣＡではサービ
ス業の拡大 期待されている。しかし、ＥＴＣＡをめぐってはで思惑が異なる。スリランカ側はインド市場への足がかり（バリュー
･
チェーンに入り込むきっか
け）となると見込んでい まさにウィクレマシンハ首相が望んでいることである。一方インドは、スリランカがＩＴ どの高度人材の輸出先となるこ を期待している。これには、スリランカ側が難色を示している。 ぜなら、インドの優れた高度人材に国内の雇用を奪われることを危惧しているからである。ＥＴＣＡに関しては、二〇一六年八月と九月 高レベルの対話が行われただけである。そのためＥＴＣＡの調印はスリランカの期待よりも遅れて、二〇一七年半ば以降になるだろうというのがインド側 見込みだ。　
スリランカは、中国と協力して
ハンバントタを開発するように、インドと組んで島の北東部に位置するトリ コマリー しようとしている。トリ コマリーは、スリランカ最大の河川であるマハヴェリ川が流れ込む湾岸に位置する。優良な天然港で、第二次世界大戦中にイギ スが燃料補給のために建設した九九基の石油タンクがあることでも知られてい 。　
スリランカは、この地域の開発、
特に石油タンクの修繕をインドとともに行うことを考えた。ス ランカのみで行うには費用がかかりすぎるし、二〇〇二年にはすインド石油公社（ （
Indian O
il C
or-
poration ：ＩＯＣ）とセイロン石
油公社（ＣＰＣ）が石油タンクを管理するための合弁企業を設立しており、それをベースにすることが可能であるとされた。　
インドとしてはトリンコマリー
の石油タンクは二〇〇二年よりも前にインドの利権となっているとの認識がある。一九八七年のインド・スリランカ合意の交換文書に「トリンコマリーのオイルタンクの修理と利用はインドとスリランカの合弁で行う」と記されている
⑽か
らである。さらにインドにもトンコマリーをイン 洋のエネルギ
ーハブにしようとする目論見があり両者の利害は一致していた。　
しかしＥＴＣＡと同様に順調に
進んでいるとはいいがたい。石油タンクの修繕に関しては、二〇〇二年以降一五のタンクがランカＩＯＣ（二〇〇 ガソリンスタンドとトリンコマリー港でバ カリングサービスを提供）によって修繕されたものの、二〇一三年、非公式であったがス ランカ側から二〇〇二年の合弁を破棄する申し出があったと るなど、 ージャパクサ政権時にインドと 関係が冷却化した。　
最近では、二〇一五年三月にモ
ディ印首相が来訪し 際 、ランカＩＯＣとＣＰＣ 共同してタクの運営を行い、地域のエネルギーハブとして開発することが提案され、二〇一六年七月にスリランカの閣議で承認された。　
トリンコマリーから南に三五キ
ロのサンプールにインドが石炭発電所を建設する計画があった。この合意は二〇〇六年に締結され、二〇一三年には本格合意に至ったが、二〇一六年になりスリランカ側が環境上 理由から九月にを破棄した。それと時 同じくして大統領は再生可能エネルギーへ
の転換を発表している。インドはこれに呼応するようにＬＮＧ発電所（コロンボの北のケラワルピティヤ） 、ソーラー発電所（サンプール） 、およびジャフナやマナー、トリンコマリーなど北部 主要都市を連結する高速道路の分野で協力できないかを探るために一〇月末に外務次官をスリランカに送った。モディ首相が提唱しているインドの貿易・投資を促進しようとする動きの一環とみ すことができるが、対スリランカでそれを行おうと のは、中国への対抗が目的であ ことは明らかである。　
首相は一〇月の訪印時にもモデ
ィ首相と会談したほか、商業大臣、道路・船舶大臣、石油・天然ガス大臣などと会談するなど、インドとの経済関係の強化に積極的であった。ここでもインドの警戒を解くために、中国との関係は経済的なもので、軍事的 のではないこと、中国に無償で土地を与えないこと、ハンバントタ港に中国海軍基地を作らせないことを明言した。●
 中国の新たな動き
　
中国、インド、アメリカの微妙
なバランスをとっていたスリラン
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カであったが、二〇一六年一〇月から一一月にかけて財務大臣のカルナナヤケと在スリランカ中国大使易先良の間 激しい応酬があった。一〇月二七日に財務大臣が海外メディアに対してハンバントタ港のＤＥＳ取引は、 「割高な海外融資」を返済するためと述べた。名指ししなかったが、中国 融資であることは明白であっ 。　
これに対して中国大使は一一月
一日メディアに「途上国には固定の二％を適用している。 （中略）もしこの融資が不本意なら、どうしてスリランカは新たな を中国に求める か」と応酬した。　
財務大臣は一一月三日に反論し
て、港や道路建設 際の融資の利率が非常に高かった （八〜二二％）ことを述べ、中国大使が主張するように二％であるなら、その分だけ返済すると宣言した。その後、中国大使の呼び出しを検討しているという報道があったものの、スリランカの外務次官が中国大使に電話し、 大変遺憾で る旨を伝えた。　
その後中国大使は一一月一六日
に開催された「貿易・投資 ための中国・スリランカビジネス会合」でＰＣＰの中断のようなことが今後再びあってはならないこ 、契
約に基づいてプロジェクトが実施されるべきであること、政権交代が、合意の変更をもたらさないことを願うと大統領および首相に話をしたと述べた。　
経済界や投資国・企業にとって
契約の安定性は必須であるが、大使の発言として一線を越えた感がある。大使 この発言に対してスリランカから反応はない 今まで水面下に隠れていた齟齬が浮き上がってきた兆しともみえる。　
さらに二〇一六年一一月には中
国がラージャパクサ前大統領を中国に招待し、スリランカ国内で裁判係争中のゴタバヤ前国防次官も中国に招待される（一〇月）など、シリセーナ／ウィクレマシンハ政権にとって心穏やかでない事態が展開している。●
 今後の注目点
　
スリランカがバランス外交を標
榜し、中国だけでなくインドやアメリカと関係を強化しようとするなかで、中国も与党だけでなく、野党との関係を構築しようといる。ラージャパクサ一族との関係に依存しすぎたこ による失敗から学んだと思われる。今後も、スリランカの国内政治や国際関係
の展開いかんによってはこれまでに成立した合意など覆りかねない。二国間 関係の変化は大型プロジェクトの進展や運営方法をフォローすること よって認識可能である。今後も、ＣＩＦＣやハンバントタ総合開発プロジェクトについて観察してゆくことが必要である。（あらい
　
えつよ／アジア経済研
究所
　
動向分析研究グループ）
《注》⑴
 拙著『内戦終結後のスリランカ政治―ラージャパクサからシリセーナへ 』 （アジア経済研究所、二〇一六年）ではＣＰＣとしたが、それだとセイロン石油公社
C
eylon P
etroleum
 C
orpo-
ration
と区別できないため、本
稿ではＰＣＰと略す。
⑵
 後に述べるようにスリランカは、インドに配慮して土地の無償供与を長期リースに変更したとみられるが、インドの監視をもってしても中国の進出を防げなかった例がモルディブである。モルディブでは二〇一五年七月憲法を改正し、外国人と外国企業の土地所有を可能にした。その条件は、土地の七〇％以上が
埋め立て地で議会が承認した一〇億ドル以上の投資をした場合という。埋め立てができる外国人・外国企業といえば中国が最も可能性が高い。
⑶
 ＩＭＦから融資を得られた は二〇一六年六月。
⑷
  腎臓病に関しては、大統領が保健大臣時代から取り組んで るイシューである。
⑸
 このとき劉振民は、ラージャパクサに会った。中国要人はこれまで野党議員に面会することはなく、異例であり、ラージャパクサと中国の関係について憶測がなされた。
⑹
 インドのモディ首相が掲げる外資製造業誘致政策のスローガン。
⑺
 本格始動は二〇一一年
⑻
 二〇一六年一月まで四〇〇〇トンのコメが保管されていた。
⑼
 国内では、内戦中の対ＬＴＴＥ作戦と密接に関係することもあり、野党から 戦争の英雄を犯罪者にするものだと批判された。
⑽
 http://w
w
w
.satp.org/satporg
tp/countries/shrilanka/docum
ent/papers/indo_srilanks_agre
em
ent.htm
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